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民主化運動の延長としての反自由貿易運動： 
1990 年代韓国におけるウルグアイ・ラウンド農業交渉への反応 

 
縄倉晶雄 

（明治大学） 

1. はじめに 

 
本研究は、1990 年代半ば、関税貿易一般協定ウルグアイ・ラウンド（以下、UR）の合

意文書を受け入れた韓国において、なぜ他国に例を見ないほど強硬な、農民団体による抵

抗運動が展開されたのか、そしてその抵抗運動は、どのような環境の下に展開されたもの

であったのかを問うものである。 

1986 年に交渉開始が宣言された貿易多角化交渉であるURは、7 年の歳月を経て 1993

年に合意文書が作成された。その合意内容は、輸入数量制限や、外国製品に過度に厳格な

衛生基準を適用することによる事実上の輸入禁止措置など、いわゆる非関税障壁の原則撤

廃を掲げたほか、従来本格交渉が留保されてきた農業分野についても自由化を進めるなど、

貿易ルールを大幅に転換するものとなった。このように貿易自由化を強く志向したURを

めぐっては、多くの国で反対運動が起こった。日本においても、農協によるURへの反対

運動が展開された 1。 

URへの反対運動は多くの国で見られたが、中でも韓国の農民団体が行った反対運動は

特に強硬なものであり、国会本会議で合意文書の批准同意案が採決された際には、国会敷

地内に反対運動関係者が侵入し、警備当局に強制排除されたほどであった。本研究は、韓

国の農民団体がかくも強硬にUR合意文書に抵抗した要因を政治学の立場から分析するも

のである。分析対象とする農民団体は、全国規模で活動する品目横断型団体である、全国

農民会総連盟（全農）および韓国農業経営人中央連合会（韓農連）の 2 団体とした。この

うち全農は、1970 年代に在韓カトリック教会が各地の農村で結成した農民会と呼ばれる農

民団体の全国組織であり 2、韓農連は 1980 年代に政府が進めた農家の大規模化政策を受け、

主に 2ha以上の農地を継承した農家経営主から構成される団体である。なお、韓国にも日

本と類似した農協組織が存在するが、韓国の農協は協同組合の政治的中立原則に基づき、

政治活動を行っていないため、本研究の対象外とする。 

以下、2.で韓国の農民団体による反 UR 運動の過程を記述し、3.でその要因を分析する

とともに、4.では同国農民団体の UR 合意以降の動向についても考察し、現在の韓国農政

の理解へとつなげる。その後、5.で結論を提示する。 
                                                
1 UR に対する農協の反対運動については須田（2014）を参照。 
2 農協の経済事業の全国組織である全国農業協同組合連合会の略称も全農だが、両者は全く無関係

の組織である。 
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2. GATT ウルグアイ・ラウンドをめぐる農民団体の抵抗運動 

 
韓国は、中緯度に位置し、単作の水田農業が主流であるという点で、日本と類似した農

業構造を有している。また、平地に乏しいため、大規模な開墾が難しい点も日本と共通し

ているが、韓国の場合、日本以上に営農条件の不利な土地が多く、2014 年末現在、農場１

件あたり平均耕地面積は 1.50haと、日本の 2.17haをも下回る極度の零細経営構造となっ

ている 3。このように、営農効率の面で強い制約を受けているため、韓国農業の国際的競

争力は高くなく、1980 年代半ばまで韓国政府は、農産物の価格支持や保護貿易によって、

自国農業の維持や農民の所得水準確保を図ってきた 4。 
しかし、1986 年に始まったURは、前述のように農産物貿易を対象に含んだものであり、

かつ非関税障壁の原則撤廃を掲げるなど、大胆な自由化を推進するものとなった。そして、

GATTメンバーであった韓国は、発展途上国として、先進国であれば 6 年しか認められな

かった非関税障壁撤廃の猶予期間を 10 年に渡って認められる 5など、一定の緩和措置に与

りつつも、UR合意を受け入れることとなった。 

貿易自由化が農産物にも及ぶという事態に、全農、韓農連の両団体は反対運動を展開し

た。まず全農は、1990 年 8 月、UR合意の草案が内外のメディアで報じられると、韓国ブ

ドウ会や大韓養豚協会などといった品目別団体を巻き込む形で全国農民団体協議会（農団

協）を設立し、同月、この協議会がソウル大学の学生会などと共同開催する形で「ウルグ

アイ・ラウンドと韓国農業の進路」と題する討論会をソウルで開いた。そしてそこで、韓

国農業を維持していくためには、URを受け入れないようにする活動が欠かせないという

意見が打ち出された（農団協、1990、pp. 2-3）。これを受けて全農は 1992 年 2 月、同年 4
月の国会議員選挙に合わせた討論会を開催し、主要政党幹部出席の場で、前回選挙からの

4 年間の農業をめぐる立法動向をめぐり、批判的な考察を行うなどした（農団協、1992）。

また韓農連も、この時期、貿易自由化に反対すべく政治活動を展開した。具体的には、1992
年 12 月の大統領選挙に先立つ同年 10 月、主要候補である金大中と金泳三の政策ブレーン

を招聘した農政公聴会を実施したほか（韓農連、2014、pp. 2-3）、1991 年に約 30 年ぶり

に再開された公選地方自治制の下、地方議会に自らの会員を議員として送り込み、政界人

脈を介したUR阻止運動を展開した 6。 

                                                
3 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1EB002&vw_cd=MT_ZTITLE&li
st_id=F1G&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1
（2016 年 8 月 5 日閲覧）。 

4 1980 年代までの韓国政府による農業・農村政策については縄倉（2016）を参照。 
5 韓国が経済協力開発機構（OECD）に加盟したのは 1996 年のことである。 
6 筆者が 2016 年 5 月 18 日にソウルの韓農連本部で行ったハン・ミンス（한민수）政策調整室長
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結果的には、1993 年 9 月に韓国政府はUR合意受け入れを表明し、翌年 2 月、国会にそ

の批准同意案が上程されることとなったが、これ以降、両団体の抵抗姿勢はむしろ一層鮮

明となっていった。まず、1994 年 1 月、全農は学生団体と共同のデモ行進をソウル市内

で行い、国会での批准同意案否決を訴えた 7。そして、批准同意案が本会議での採決にか

けられた 2 月 15 日には、当時部外者立入禁止だった国会議事堂の敷地内に全農メンバー

が侵入し、同意案への反対を明言した議員にエールを送るなどし、警備当局に強制排除さ

れた。結局、同意案は本会議で可決されたが、この直後、韓農連はソウル市内で学生団体

と共に抗議集会を開き、UR合意は韓国農業を崩壊させるとして、政府に合意内容の再交

渉を要求した（韓農連、2014）。7 年に及ぶ多国間交渉を経た内容を再交渉することはほ

ぼ不可能であったが、韓農連は、そうした不可能な要求を打ち出すほどにUR合意を拒否

したのである。全農も同年 7 月、大学を中心に全国 50 か所で同時デモを行い、改めて政

府にURの拒否を求めている 8。 

以上のように、韓国の主要農民団体が展開した UR への反対運動は、極めて強硬な抵抗

姿勢を伴うものであった。その根底に、韓国の農民にとって貿易自由化が不利益であると

いう事実がある点は明らかである。しかし、GATT 加盟国の中では韓国と並んで最も脆弱

な農業構造を有してきた日本では、農協グループは細川内閣による UR 受け入れ後、合意

拒否そのものを求め続けることは非現実的であるとして、政治運動の重心を国内対策の予

算増額へとシフトさせる戦略をとっている（吉田、2009）。なぜ、全農と韓農連は、上述

のように妥協を排し、UR を拒絶する姿勢をとり続けたのか、次節ではその点を検討する。 

 
3. 抵抗運動の論理とその根源 

 
全農と韓農連による反 UR 運動の特徴として、前節で述べた非妥協性に加え、学生団体

との共同行動が非常に目立つという点が挙げられる。全農の場合、政府関係者の出席する

討論会を学生団体と共に開いたほか、国会での批准手続きに前後する抗議デモの多くを学

生団体と共同で、あるいは大学を集会場とする形で行っている。また韓農連についても、

学生団体が再交渉を呼びかけるデモに加わっている。無論、貿易と言う社会全般に影響を

与えるイシューに対し、様々な団体が連帯して対応することは決して珍しいことではなく、

例えば日本の農協は、日本政府による UR 受入に際し、生協と共同で反対運動を行ってい

る（吉田、2009、pp. 395-410）。農協が生協と連帯して UR に抵抗したのは、貿易自由化

によって、安全面に不安の多い海外農産物が流入することが、消費者の利益に反するとい

                                                                                                                                                   
へのインタビュー調査より。 

7 民主化運動記念事業会 http://db.kdemocracy.or.kr/photo-archives/view/00755138 （2016 年 8
月 7 日閲覧）。 

8 『ハンギョレ』1994 年 7 月 8 日付。 
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う理由からであった。他方、全農と韓農連が学生団体と共同戦線を張って UR に抵抗する

ようになった理由については、1990 年当時、ソウル大学学生会の機関誌『大学文化』に掲

載された論文に詳細が記されている（ユ・ジェチュン、1990）。同論文は、UR は旧権威主

義体制の後継者である盧泰愚政権、およびその庇護者であるアメリカが進める民衆、なか

んずく農民への収奪政策の一環であるとしており、韓国の農民を擁護するためにはこれに

反対しなければならないと論じている。この議論からは、当時の農民および農民団体によ

る UR への反対運動が、単に貿易自由化の中で農民の利益を守るという次元を超え、体制

抵抗、および民主化運動の延長線上で展開されていることが読み取れる。 

ソウル大学学生会などの学生団体が、社会経済領域の垣根を越えて農民団体と共同戦線

を張り、UR に抵抗できた要因としては、当時の韓国が 1987 年の民主化から間もない時期

にあったという政治的なものに加え、同じく当時の韓国が、急速な都市化の真っただ中に

あったという社会的なものも大きく作用している。この点について韓農連のハン・ミンス

政策調整室長は、2016 年 5 月、ソウル市内の韓農連本部で行われた筆者によるインタビ

ュー調査の中で、「1990 年代の韓国は、急速な都市化が始まって 30 年しか経っていなか

ったため、大学生の相当部分が農村出身者だった。彼らは物理的に農地に触れたりしなが

ら育ったので、農業や農民に対する親近感が非常に強く、農民団体の反 UR 運動に積極的

に協力してくれた」と述べている。 

全農と同じく、韓農連もURへの反対運動で学生らと共同歩調をとる場面があった訳で

あるが、韓農連も、全農と同様、反UR運動を民主化運動の延長線上として捉えていたと

している。先述のハン・ミンス氏は、「URや自由貿易協定（FTA）などの貿易自由化への

反対運動は、民主化運動の延長線上で行われたものと認識しているか」という筆者の問い

に「そう認識している」と明言した上で、「1980 年代、韓国の農民たちは民主的正統性に

欠ける全斗煥政権に対して強い不満を持っていたが、そこに農政上の失策 9が重なった。

そのことが農民の怒りに拍車をかけ、1980 年代後半、農民が民主化運動に加わる主要因と

なった。1990 年代前半当時は、多くの農民がURに対しても同種の怒りを抱いていた」と

述べている。民主化運動は、その性質上、在野勢力が政権の追放ないし退陣を求めるもの

であり、少なくとも政権側が憲法改正や選挙制度の変更、再選挙といった明確な譲歩をし

ない限りは継続されるものである。そうした運動の延長線上として反UR運動が展開され

たため、全農および韓農連は、批准同意案の国会通過後も、同時期に日本の農協が行った

ように国内対策の条件闘争へと農政運動の舵を切るのではなく、あくまでUR合意の破棄

ないし再交渉を要求し、UR合意の受入という点について韓国政府の譲歩を求め続けたの

である。 

                                                
9 1986 年、韓国ではニンニクとトウガラシの価格が暴落したものの、政府がそれに対して価格支

持を行わず、結果的に農民の強い不満を呼び起こした。 
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しかし、結果的に韓国政府は UR 合意を受け入れた。さらに 2000 年代以降、同国政府

はチリを皮切りにアメリカや中国など、多くの国・地域を相手に FTA を積極的に締結して

いくこととなる。次節では、こうした中で、全農および韓農連の反貿易自由化運動がどの

ように変化していったのかを見ていく。 

 
4. 1990 年代以降の抵抗運動の多様化 

 
1994 年に UR 合意を批准した後、韓国は世界貿易機関（WTO）における多国間交渉に

基づいた貿易自由化を進める方針をとっていた。しかし、1999 年の WTO シアトル閣僚会

合で UR に続く新ラウンドの開始が失敗し、2001 年のドーハ閣僚会合でようやく始まった

新ラウンド・ドーハ開発アジェンダが行き詰まる中、2000 年代半ば以降の韓国政府は、二

国間交渉による FTA を本格的に推進するようになった。そして、2004 年のチリとの FTA

を皮切りに、アメリカ、欧州連合（EU）、中国などと相次いで FTA を締結してきた。 
この間、全農、韓農連の両団体は、WTO体制とFTA政策の双方に対し、激しい抵抗を行

ってきた。原則として 2 年に一度開かれるWTO閣僚会合の際には、両団体は毎回必ず会員

を会合開催地へ派遣し、貿易自由化に抗議するデモ活動を行っている。そのデモは各国か

ら参加する反自由化デモの中でも特に激しいものであり、2004 年にメキシコのカンクンで

開かれた閣僚会合の際には、韓農連元会長のイ・ギョンヘ氏が抗議の割腹自殺を遂げた（韓

農連、2014、p. 8）。全農も、WTO閣僚会合には毎回必ずデモ隊を派遣し、そこでの抗議

活動の内容を公表している 10。 

他方、FTA政策をめぐっても、両団体は激しい反対運動を行っている。2004 年には、対

チリFTAへの批准同意案が国会に提出された直後に、両団体ともソウル市内で阻止集会を

開き、これに続く 2008 年、2012 年、2016 年の総選挙では、FTA批准同意案に賛成した

現職候補者への落選運動が展開されている（イ・チャンヨル、2015）。また、2012 年に対

中国FTAをめぐって政府が農民団体向けの事前説明会を開いた際、韓農連と全農のメンバ

ーは、これが最初から結論ありきの形式的な会合に過ぎないとして政府側に詰め寄り、会

合を流会へと追い込んでいる 11。 

このように、UR合意から 20 年が経過した今も、両団体は民主化運動と同様の、抵抗色

を鮮明に打ち出した反貿易自由化運動を続けている。しかし、他方で近年、両団体のこう

した運動形態や、それをとりまく環境にも変化が生じてきている。まず、UR当時と比べ、

両団体の反自由化運動に対し、メディアが批判的な論調をとるようになってきている。例

えば、上述の政府による説明会が中断に追い込まれた件をめぐっては、保守系の『東亜日

                                                
10 例えば、全農の機関誌『農民の道』2006 年 1 月号は、香港で行われた WTO 閣僚会合に合わせ、

同会合の会場周辺で反自由化デモを行ったメンバーによる報告文を掲載している。 
11 『東亜日報』2012 年 2 月 25 日付。 
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報』が社説において、「政府に農民の声を届ける機会を、農民団体が自ら壊した。彼らは一

体誰の代弁者だというのか 12」と厳しく批判している。また、前節で見たように、UR当

時、全農の集会の大半は学生団体と共催で、大学の敷地を使って行われていた。しかし 2010

年代に入り、両団体の集会は国会議事堂周辺の広場を用いることが一般的となり、大学の

敷地で集会を開くことは稀になってきている。このように、学生団体との連帯が後退しつ

つある点について、韓農連のハン・ミンス氏は、「近年では農村経験の皆無な都会生まれの

学生が大半となり、かつてのように農民への親近感を持ってもらうことは難しい」と述べ、

都市化が進んで久しくなり、学生と農民との心理的距離が拡大していることを指摘してい

る。こうした世論の支持の退潮は農民団体の側も把握しており、例えば韓農連の執行部は

2008 年に開催された全国大会において、農家の経営構造やそれをとりまく環境が変化して

いる今、政治運動の形態を見直す余地があるという見解を示している（韓農連、2008）。

現に韓農連は 2000 年代後半に入り、大学生を対象とした農業体験プログラムを組むよう

になり、学生に政治活動上の協力を求めるよりも前に、学生に農業への親しみを持っても

らうことを重視するようになっている 13。また韓農連は、アメリカとのFTA締結に際して

は、当初絶対反対の方針を掲げつつも、同協定の批准同意案が国会を通過した後は、然る

べき国内対策をとるよう政府に申し入れるという、日本の農協と同様の現実的な対応をと

った（韓農連、2014、p. 7）。 

以上見てきたように、韓国の農民 2 団体は、依然として民主化運動の延長線上としての

反自由貿易運動を展開し、またそのような運動を続けているが、近年は、世論や社会構造

の変化によってそれを貫徹することが困難になってきているというのが実情であるといる。

対話集会において政府関係者に激しく詰め寄るといった強硬な姿勢は、UR 合意批准案の

採決当日に国会議事堂に不法侵入し、警備当局に強制排除された例にも見られたように、

1990 年代当初から続いているものであり、運動当事者の姿勢に根本的な変化があった訳で

はない。しかし、権威主義体制による統制の記憶が生々しかった当時は半ば容認されてい

た当該姿勢も、民主化から 20 年以上が経過し、既に民主主義体制が安定化した今日にお

いては、メディアも正当化することが困難になりつつある。また、都市化が進行して久し

く、農業・農村への親近感に乏しい学生が多数派を占めるようになった中では、農民団体

が学生と連携して農産物貿易の自由化に抵抗するといったことは難しく、むしろ学生は農

民団体による広報活動の対象となりつつある。 

こうした環境の変化からは、1990 年代当時、両団体が民主化運動の延長線上において反

UR 運動を展開できたのは、単に彼らが民主化運動の論理を貿易自由化への抵抗に援用で

きたためだけではなく、市民の間で権威主義体制の記憶が生々しく、従って強い抵抗運動

                                                
12 『東亜日報』2012 年 2 月 25 日付。 
13 ハン・ミンス韓農連政策調整室長へのインタビューより。 



7 
 

を世論が容認していたこと、および都市化が始まって日が浅く、農業や農民に親近感を抱

く学生がまだ多かったことという、社会経済的な要素に恵まれていたためでもあると見る

ことができる。そして、近年両団体の運動が行き詰まりを見せている一因として、そうし

た要素が時間の経過とともに消滅しつつあることが挙げられるのである。 

 
5. 結論 

 
韓国政府は 1993 年、農産物を含む貿易の大幅自由化を含んだ UR 合意を受け入れ、翌

1994 年にはその批准同意案が国会で可決された。これに前後して、同国の代表的な農民団

体である全農と韓農連は、単なる農民団体による政治運動という枠を超え、国会への不法

侵入や UR 再交渉の執拗な要求を伴う激しい抵抗運動を展開した。両団体がかくも激しい

抵抗を展開したのは、UR が彼らにとって、旧権威主義体制やその後見人たるアメリカの

政策と同一視できるものであり、従って民主化運動と同様の、妥協を排した抵抗の対象に

なったためである。そして、民主化から間もなく、また急速な都市化が始まってから日の

浅かった 1990 年代当時は、妥協を排した抵抗運動に対する世論の理解も得やすく、都市

に基盤を置く学生団体の協力も取り付けやすいという要素が作用したのである。しかし

2000 年代に入り、両団体は依然として民主化運動と同様の反自由化運動を展開しているも

のの、民主主義体制が定着し、また都市住民と農村の精神的距離が広がる中、妥協を排し

た抵抗型の反自由貿易運動を継続することは、1990 年代に比べて困難になってきている。 
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